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別紙３ 

守谷市の給与・定員管理等について 

１ 総括 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

住民基本台帳人口 

     (22年度末) 

 歳 出 額 

        Ａ

実質収支

 

人 件 費

      Ｂ

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考) 

21年度の人件費率

22年度 
              人  

6 2 , 6 7 0  

      千円 

1 7 , 8 9 1 , 1 5 6

    千円 

7 1 2 , 5 9 0  

    千円 

3 , 2 4 1 , 3 3 4

      ％  

1 8 . 1 2  

         ％  

1 8 . 9  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算） 

給     与     費 区 分 

 

職員数 

    Ａ 給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当 計 Ｂ

一人当たり 

給与費 B / A  

 (参考 ) 

類似団体平均

一人当たり給与費

22年度 
    人  

2 9 8  

    千円 

1 , 2 8 4 , 7 1 3  

    千円 

2 7 2 , 1 3 7

    千円 

4 4 5 , 5 9 9

    千円 

1 , 8 9 4 , 3 6 4

       千円 

6 , 3 5 7  

 

 

 

         千円 

6 , 3 3 8  

 （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

    ２ 職員数は、平成２２年４月１日現在の人数である。 

 

( 3)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

である。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

ある。 
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２ 一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在） 

（ 単 位 ： 円 ）    

 

 

 

 

 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在） 

 ①一般行政職 

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

守谷市 43.7歳 343,385円 437,130円 394,407円 

茨城県 43.1歳 341,906円 421,802円 374,580円 

国 42.3歳 327,205円 ―  397,723円 

類似団体 42.8歳 328,921円 422,226円 380,777円 

 

 ②技能労務職 

公 務 員 民 間 参 考

区分 平均年

齢 
職員数 

平均給料月

額  

平 均 給 与 月

額  

（Ａ）

平均給与月

額  

（ 国 ベ ー

ス ）  

対 応 す る 民 間

の類似職種

平均年

齢 

平均給与 月

額  

（Ｂ）

Ａ／Ｂ

 
守 谷 市 47.40 14 311,491 357,885 349,304

    

 うち土木作業

員 
51.40 5 332,413 382,583 368,201

    

 
うち調理員 51.30 3 335,603 382,563 378,616 調理員 42.2 251,200 1.523 

 

うち運転手 48.00 1 301,900 384,459 363,158

自 家 用

乗 用 

自動車運

転手 

55.4 209,700 1.833 

 うち用務員 41.00 5 278,020 313,064 310,050 用務員 53.8 209,700 1.493 

茨  城 県 49.4 438 341,159 386,659 367,131
    

国 49.5 3,689 283,862 - 321,662
    

類似団体 47.7 39 327,320 386,239 365,099
    

 

 １ 級  ２ 級  ３ 級  ４ 級  ５ 級  ６ 級  ７ 級  

１ 号 給 の  

給 料 月 額  
1 3 5 , 6 0 0 1 8 5 , 8 0 0  2 2 2 , 9 0 0 2 6 1 , 9 0 0 2 8 9 , 2 0 0 3 2 0 , 6 0 0  3 6 6 , 2 0 0  

最 高 号 給 の  

給 料 月 額  
2 4 3 , 7 0 0 3 0 9 , 4 0 0  3 5 6 , 6 0 0 3 9 0 , 5 0 0 4 0 2 , 5 0 0 4 2 4 , 6 0 0  4 5 8 , 4 0 0  
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参    考 

年収ベース（試算値）の比較 区  分 

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

 守 谷 市 5,643,078   

 うち土木作業員 6,040,342   

 うち調理員 6,049,019 3,385,100 1.787 

 うち運転手 5,999,317 3,565,000 1.683 

 うち用務員 4,930,983 2,943,200 1.675 

※  民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータ を使用している。（平成 20～22 年の 

３ヶ年平均） 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致して 

いるものではない。 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、 

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた 

試算値である。 

 

 (2) 職員の初任給の状況（２３年４月１日現在） 

区    分 守 谷 市 茨 城 県 国 

大 学 卒 172,200円 172,200円 172,200 円 

一般行政職 

高 校 卒 144,500円 140,100円 140,100 円 

高 校 卒 125,400円 135,600円 － 

技能労務職 

中 学 卒 － 129,200円 － 

  

  

  

  

  

 

 

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在） 

区    分 経 験 年 数 1 0 年         経 験 年 数 1 5 年         経 験 年 数 2 0 年         

大 学 卒 263,866 円 298,500 円 356,187 円 

一般行政職 

高 校 卒 － 299,740 円 328,300 円 

技能労務職 高 校 卒 － － － 
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４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 ( 1 ) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在） 
区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
 

１ 級 
 

 

主 事  
 

         人 

     11 
      

        ％ 

   4 . 6 0  
  

 

２ 級 
 

 

主 事  
 

         人 

     1 4  
  

        ％ 

   5 . 8 5  
  

 

３ 級 
 

 

主 任  
 

         人 

     8 1  
  

        ％ 

  3 3 . 8 9  
  

 

４ 級 
 

 

係 長  
 

         人 

     7 5  
  

        ％ 

  3 1 . 3 8  
 

 

５ 級 
 

 

課 長 補 佐  
 

         人 

     2 9  
  

        ％ 

  1 2 . 1 3  
 

 

６ 級 
 

 

課 長  
 

         人 

     1 7  
  

        ％ 

   7 . 1 1  
 

 

７ 級 
 

 

部 長 ・ 次 長  
 

         人 

     1 2  
  

        ％ 

   5 . 0 2  
 

 
 
 

 

 

 
 

 （注）１ 守谷市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 昇給への勤務成績の反映状況 

全 職 員 を 対 象 に 人 事 評 価 を 行 い 、実 績 、能 力 を 総 合 的 に 5段 階（ S～ D）で 評 価 し

、 そ の 評 価 結 果 を 基 に 昇 給 額 を 決 定 し て い ま す 。  
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５ 職員の手当の状況 

 (1) 期末手当・勤勉手当 

守    谷    市 茨    城    県 国 

1人当たり平均支給額(22年度) 

      １，５８５ 千円 

1人当たり平均支給額(22年度)

      １，７９９ 千円

－ 

 

（22年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

   2.60  月分    1.35  月分 

 ( 1.45 )月分  ( 0.65 )月分 

（22年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

   2.60  月分    1.35  月分

 ( 1.45 )月分  ( 0.65 )月分

（22年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

   2.60  月分    1.35  月分 

 ( 1.45 )月分  ( 0.65 )月分 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

役 職 加 算  ５ ～ １ ５ ％  

 

 （加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置             

役 職 加 算  ５ ～ ２ ０ ％  

管 理 職 加 算  １ ５ ～ ２ ５ ％  

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

役 職 加 算  ５ ～ ２ ０ ％  

管 理 職 加 算  １ ５ ～ ２ ５ ％  

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

  【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

 地 方 公 務 員 法 第 40条 に 基 づ き 、全 職 員 を 対 象 に 、 5段 階（ S～ D）に よ る 人 事 評 価 を

実 施 し て お り 、 そ の 評 価 結 果 を 勤 勉 手 当 の 支 給 額 の 決 定 に 活 用 し て い ま す 。  

 

(2) 退職手当（２３年４月１日現在） 

守  谷  市 国  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年           23.50 月分  30.55 月分 

勤 続 2 5 年           33.50 月分  41.34 月分 

勤 続 3 5 年           47.50 月分  59.28 月分 

最高限度額    59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 

退 職 5年 前 の 役 職 に 応 じ て 加 算  

1人当たり平均支給額    1 9 , 3 6 0  千円 

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年           23.50 月分  30.55 月分 

勤 続 2 5 年           33.50 月分  41.34 月分 

勤 続 3 5 年           47.50 月分  59.28 月分 

最高限度額    59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 

(定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額である。   

 

 (3) 地域手当（２３年４月１日現在） 

支 給 実 績（２２年度決算） 76,455千円 

支給職員１人当たり平均支給年額 

（22年度決算） 
256,560円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

市 内 全 域           7％          298人          10％ 
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 (4) 特殊勤務手当（２３年４月１日現在） 

支給実績（２２年度決算）                               640千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）                              15,116円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度）                                14.4％ 

手当の種類（手当数） 1 2  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

市税等外務手当 
市税等の滞納整理事務に従

事した職員 

1 日に 2 時間以上市税等の

滞納整理事務に従事した

場合 

勤務 1 日につき 300 円 

感染症防疫手当 
感染症防疫作業に従事した

職員 

感染症防疫作業に関する

業務に従事した場合 
勤務 1 日につき 300 円 

行旅死亡人等処理手当 
行旅死亡人又は変死人の死

体処理作業に従事する職員

行旅死亡人又は変死人の

死体処理作業に関する業

務に従事した場合 

勤務 1 回につき 2,000 円 

保健師手当 
保健師の業務に従事する職

員 

保健指導のため高度な知

識を有し，業務に従事した

者に対して支給する。 

1 月につき 1,500 円 

保育士手当 
保育士の業務に従事する職

員 

保育園の園児の指導保育

した者に対して支給する。
1 月につき 1,000 円 

給食業務手当 
給食センター調理員及び保

育所の用務員 

給食の業務に直接従事し

た者に対して支給する。 
1 月につき 1,000 円 

犬，猫等死体処理手当 生活環境課に勤務する職員
犬，猫等の死体処理作業に

直接従事した場合 
勤務 1 回につき 300 円 

野犬等捕獲手当 生活環境課に勤務する職員
犬，猫等の死体処理作業に

直接従事した場合 
勤務 1 回につき 300 円 

用地交渉手当 
用地交渉業務に従事する職

員 

公共用地の取得等、交渉業

務に従事した場合 
1 日につき 300 円 

し尿処理手当 
著しく不快又は不衛生な環

境下で業務に従事する職員

不衛生な環境又は、直接汚

水処理に従事した場合 
勤務 1 回につき 300 円 

社会福祉業務手当 
福祉事務所の現業員として

業務に従事する職員 

福祉事務所の現業員とし

て生活保護に係る業務を

した者に対して支給する。

1 月につき 4,700 円 

訓練看護手当 
こども療育教室の業務に従

事する職員 

こども療育教室の業務を

した者に対して支給する。
1 月につき 1,000 円 

 

 (5) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）                  9 8 , 8 8 8千円

職員１人当たり平均支給年額 

（２２年度決算） 
                   4 3 1千円

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）                   9 3 , 4 3 3千円

職員１人当たり平均支給年額 

（２１年度決算） 
                4 0 2千円
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 (6) その他の手当（２３年４月１日現在） 

 

手 当 名 

 

内容及び支給単価 
国 の 制 度

と の 異 同

国 の 制 度 と

異 な る 内 容

支 給 実 績  

（

（22年度決算） 

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年

額 

（22年度決算） 

扶養手当 

・配偶者 13,000 円 

・配偶者以外の扶養 

 親族は、１人 6,500

円 

（給与改定後） 

・特定扶養として上

記 の 扶 養 親 族 の う

ち、16～22 歳の子に

ついて 5,000 円加算 

同じ - 34,399千円 235,609円 

住居手当 

借家：（家賃－23,000

円）÷２＋11,000 円

等 

同じ - 8,675千円 299,137円 

通勤手当 

・電車、バスを利用する

場合  

 ６箇月定期券等の

価格による一括支給

を基本とし、１月当

り の 運 賃 等 相 当 額

55,000 円を限度に支

給 

・乗用車等を使用する

場合  

 使用距離に応じて

2,000 ～ 24,500 円 を

支給 

同じ - 14,729千円 60,863円 

管理職手当 

・部長級職員  

 給料月額の 15/100 

・次長級職員 

 給料月額の 13/100 

・課長級職員 

 給料月額の 12/100 

・課長補佐級職員 

 給料月額の 9/100 

異なる 支給額 37,488千円 543,304円 
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６ 特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在） 

区     分 給 料 月 額 等                     

（参考）類似団体における最高／最低額   

 給 

  

料 

 

  

市 区 町 村 長 

 

副 市 町 村 長 

 

 

               800,000 円 

    （        円）

               646,000 円 

    （        円）

        984,000円／ 582,400円 

 

        820,000円／ 612,000円 

 

  

 報 

 

 

 酬 

 

議     長 

 

副  議  長 

 

議     員 

 

               430,000 円 

    （        円）

               397,000 円 

    （        円）

               367,000 円 

   （        円）

        698,000円／ 395,000円 

 

        618,000円／ 345,000円 

 

        570,000円／ 315,000円 

 

 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

       （22年度支給割合） 

                      2.95月分 

 

 期 

 末 

 手 

 当 

 

議     長 

副  議  長 

議     員 

       （22年度支給割合） 

                      3.35月分 

         

 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

 （算定方式）      （１期の手当額）        （支給時期） 

 800千円×5.5×在職年数      17,600,000円                在職期間毎 

 800千円×3.1×在職年数       8,010,400円                在職期間毎 

 退 

 職 

 手 

 当 備   考  

 （注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

    ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４

年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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７ 職員数の状況 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 
                                                       （各年４月１日現在） 

職  員  数 
          区 分 
 
 
 
部 門 

平成22年 平成23年

対 前 年
増 減 数

主 な 増 減 理 由            

議 会  
総 務  
税 務  
民 生  
衛 生  
労 働  
農 水  
商 工  
土 木  

5  
6 8  
2 6  
7 7  
2 7  
0  
9  
2  
3 8  

5
6 5
2 5
7 7
2 9
0
9
2
3 8

0
▲ 3
0
2
0
0
0
0
0

 
事 業 の 統 合 に よ る 増 員  

 

再 任 用 採 用 に 伴 う 減 員  

 
 
 
 
 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

計 2 5 2  2 5 0 ▲ 2

＜参考＞  
人口１万人当たり職員数 39.89
人 
（類似団体の人口１万人当たりの職員数 45.42
人） 

教育部門 4 7  4 8 1 業務増による増員 

消防部門 0 0 0
 
 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

小   計 2 9 9  2 9 8 ▲ 1

＜参考＞ 
人口１万人当たり職員数 47.55
人 
（類似団体の人口１万人当たりの職員数 60.51
人） 

そ の 他  4 3  4 4 1
 
業務増による増員 
 

公

営

企

業

 

会

計

部

門

 小   計 4 3  4 4 1

 

合   計 
 

3 4 2  
[  4 2 3  ]  

3 4 2
[  4 2 3  ]

0
[    0  ]

 
＜参考＞  
人口１万人当たり職員数 54.57人

 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。



- 10 -

部門別 

 (2) 年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在） 

             20  20  24  28  32  36  40  44  48  52  56  60 

             歳  ～   ～   ～   ～   ～   ～   ～   ～   ～   ～   歳 

             未  23  27  31  35  39  43  47  51  55  59  以 

             満                                             上 

 

 

区 分 

 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳

～  

35歳

36歳

～  

39歳

40歳

～  

43歳

44歳

～  

47歳

48歳
～  

51歳

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳

 

以上

 

計 

 

 

職員数 

 

人 

0  

 

人

7  

 

人 

8  

 

人 

15 

 

人

24 

 

人

5 9  

 

人

7 6  

 

人

3 7  

 

人

2 7  

 

人 

4 3  

 

人 

4 4  

 

人

1  

 

人

3 4 1

 

 

 (3) 職員数の推移  

（ 単 位 ： 人 ・ ％ ）  

 １８年  １９年  ２０年  ２１年  ２２年  ２３年  
過去５年間  

の増減数（率）

一般行政 261 253 248 249 252 250 ▲ 11( 4.2％ )

教育 60 59 58 50 47 48 ▲ 12(20.0％ )

消防 - - - - - - (  ％ )

普通会計計 321 312 306 299 299 298 ▲ 23(7.2％ )

公営企業等会計計 53 51 49 45 43 44 ▲ 9(17.0％ )

総合計 374 363 355 344 342 342 ▲ 55(14.7％ )

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 
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